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議第 1 号

平 成 29 年 度 岐 阜 県 一 般 会 計 予 算

第 1 条

第 2 条

第 3 条

第 4 条

第 5 条

　　　　平 成 29 年  2  月 24 日 提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県知事　　古　　　田  　　　　　 肇

平成29年度一般会計 1

平成29年度岐阜県の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

　(歳入歳出予算)

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ811,390,000千円と定める。

 2 　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第 1 表歳入歳出予算」による。

　(債務負担行為)

地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限

　(歳出予算の流用)

地方自治法第220条第 2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、各項

に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く｡）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内

でのこれらの経費の各項の間の流用と定める。

度額は、｢第 2 表債務負担行為」による。

　(地方債)

地方自治法第230条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償

還の方法は、｢第 3 表地方債」による。

　(一時借入金)

地方自治法第235条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、150,000,000千円と定める。



 



第 1 表　歳入歳出予算

（単位　千円）

1 県 税

1 県 民 税

2 事 業 税

3 地 方 消 費 税

4 不 動 産 取 得 税

5 県 た ば こ 税

6 ゴ ル フ 場 利 用 税

7 自 動 車 取 得 税

8 軽 油 引 取 税

9 自 動 車 税

10 鉱 区 税

11 狩 猟 税
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16,159,000

31,349,000

14,900

21,000

50,824,000

43,963,000

4,344,000

2,097,000

1,820,000

3,004,000

　　歳　入

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

234,300,000

80,689,000
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12 乗 鞍 環 境 保 全 税

13 旧 法 に よ る 税

2 地 方 消 費 税 清 算 金

1 地 方 消 費 税 清 算 金

3 地 方 譲 与 税

1 地 方 法 人 特 別 譲 与 税

2 地 方 揮 発 油 譲 与 税

3 石 油 ガ ス 譲 与 税

4 地 方 特 例 交 付 金

1 地 方 特 例 交 付 金

5 地 方 交 付 税

1 地 方 交 付 税

6 交通安全対策特別交付金

1 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

7 分 担 金 及 び 負 担 金

659,000

659,000

3,007,542

3,316,000

154,000

882,000

882,000

172,540,000

172,540,000

14,000

1,100

70,301,000

70,301,000

34,200,000

30,730,000

款 項 金　　　　　　　　　　　　額



1 分 担 金

2 負 担 金

8 使 用 料 及 び 手 数 料

1 使 用 料

2 手 数 料

3 証 紙 収 入

9 国 庫 支 出 金

1 国 庫 負 担 金

2 国 庫 補 助 金

3 委 託 金

10 財 産 収 入

1 財 産 運 用 収 入

2 財 産 売 払 収 入

11 寄 附 金

1 寄 附 金

12 繰 入 金
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22,589,103

1,416,165

1,524,560

688,336

836,224

33,623

33,623

9,879,287

186,337

3,127,876

87,840,926

45,457,345

40,967,416

136,369

2,871,173

13,193,500
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1 特 別 会 計 繰 入 金

2 基 金 繰 入 金

13 繰 越 金

1 繰 越 金

14 諸 収 入

1 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 等

2 県 預 金 利 子

3 貸 付 金 元 利 収 入

4 受 託 事 業 収 入

5 収 益 事 業 収 入

6 利 子 割 精 算 金 収 入

7 雑 入

15 県 債

1 県 債

歳　　　　　　　入　　　　　　　合　　　　　　　計 811,390,000

1,060,116

5,653,000

100

3,220,982

115,640,000

115,640,000

3,000,000

3,000,000

51,678,746

405,388

22,000

41,317,160

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

668,089

21,921,014



1 議 会 費

1 議 会 費

2 総 務 費

1 総 務 管 理 費

2 企 画 開 発 費

3 徴 税 費

4 市 町 村 振 興 費

5 選 挙 費

6 防 災 費

7 統 計 調 査 費

8 人 事 委 員 会 費

9 監 査 委 員 費

3 民 生 費
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4,902,764

451,979

109,882

201,783

118,407,837

47,717,186

12,952,963

18,463,276

8,965,989

1,631,257

37,293

　　歳　出

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1,232,005

1,232,005
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1 社 会 福 祉 費

2 生 活 保 護 費

3 児 童 福 祉 費

4 女 性 保 護 費

5 国 民 健 康 保 険 費

4 衛 生 費

1 医 務 費

2 保 健 所 費

3 公 衆 衛 生 費

4 保 健 予 防 費

5 薬 務 水 道 費

6 環 境 管 理 費

5 労 働 費

1 労 政 費

2 職 業 訓 練 費

1,767,693

869,867

809,688

14,472,992

1,630,978

600,731

7,096,097

1,599,057

2,098,288

73,438,530

1,875,356

20,606,116

131,606

22,356,229

27,498,143

款 項 金　　　　　　　　　　　　額



3 労 働 委 員 会 費

6 農 林 水 産 業 費

1 農 業 費

2 畜 産 業 費

3 水 産 業 費

4 農 地 費

5 林 業 費

7 商 工 費

1 商 工 費

2 観 光 費

8 土 木 費

1 土 木 管 理 費

2 道 路 橋 り ょ う 費

3 河 川 費

4 砂 防 費

5 都 市 計 画 費
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7,984,112

1,191,326

84,349,341

3,860,927

53,657,169

12,271,928

6,114,761

2,132,763

1,186,114

11,209,435

18,652,111

53,132,254

51,940,928

88,138

44,848,356

11,667,933
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6 住 宅 費

9 警 察 費

1 警 察 管 理 費

2 警 察 活 動 費

10 教 育 費

1 教 育 総 務 費

2 小 学 校 費

3 中 学 校 費

4 高 等 学 校 費

5 大 学 費

6 特 別 支 援 教 育 費

7 保 健 体 育 費

11 災 害 復 旧 費

1 農 林 水 産 施 設 災 害 復 旧 費

2 土 木 施 設 災 害 復 旧 費 4,472,752

35,446,632

1,219,478

14,763,650

561,240

5,048,761

518,669

41,361,541

4,436,438

182,031,355

37,122,782

57,632,949

35,284,624

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

460,444

45,797,979



3 災 害 関 連 事 業 費

12 公 債 費

1 公 債 費

13 諸 支 出 金

1 繰 出 金

2 地 方 消 費 税 清 算 金

3 利 子 割 交 付 金

4 配 当 割 交 付 金

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

6 地 方 消 費 税 交 付 金

7 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

8 特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

9 自 動 車 取 得 税 交 付 金

10 利 子 割 精 算 金

14 予 備 費

1 予 備 費
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100

1,998,100

100

300,000

300,000

43,360,000

373,000

1,120,000

343,000

35,490,000

1,327,000

57,340

113,118,058

113,118,058

86,141,032

2,129,732
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歳　　　　　　　出　　　　　　　合　　　　　　　計 811,390,000

款 項 金　　　　　　　　　　　　額



第 2 表　債務負担行為

平成29年度から

平成39年度まで

平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度一般会計 13

県庁舎空調設備保守管理委託 2,700千円

計額

人事給与システム整備及び保守管 1,646,000千円

理委託

県庁舎駐車場整備工事 1,850,000千円

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

地方債証券の共同発行により生ず 共同発行団体による共同発行の総額から本県

る連帯債務 負担額を控除した額及びその利息相当額の合
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平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

託

シンクタンク庁舎警備委託 22,000千円

シンクタンク庁舎電気設備保守管 24,000千円

理等委託

県庁舎植栽管理業務委託 22,000千円

県庁舎電話設備保守管理委託 6,100千円

県庁舎等エレベーター保守管理委 13,000千円

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

県庁舎消防設備保守管理委託 3,400千円



平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成32年度まで
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総合庁舎清掃業務委託 103,000千円

総合庁舎電話設備保守管理委託 25,000千円

総務事務センター審査等業務委託 106,000千円

県庁舎再整備執務環境等設計委託 13,000千円

総合庁舎空調設備保守管理委託 30,000千円

総合庁舎警備等委託 776,000千円
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平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度から

平成35年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成34年度まで回線借上げ

情報セキュリティシステム保守管 1,000千円

理委託

総合行政ネットワーク機器借上げ 500千円

岐阜情報スーパーハイウェイ高速 370,000千円

共用サーバ機器借上げ及び保守管 538,000千円

理委託

情報セキュリティシステムソフト 3,000千円

ウェア借上げ

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

総務事務センター情報システム保 9,500千円

守管理委託



平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度から

平成32年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成33年度まで
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自動車取得税・自動車税申告審査 5,200千円

及び収納代行業務委託

税務システム改修業務委託 38,000千円

理委託

自動車税納税通知書作成等業務委 14,000千円

託

自動車税代理納付業務委託 300千円

岐阜情報スーパーハイウェイ機器 1,595,000千円

借上げ及び保守管理委託

行政情報提供基盤システム保守管 3,600千円



平成29年度一般会計 18

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

（地上系）通信回線借上げ

防災情報通信システム保守管理委 511,000千円

託

原子力防災ネットワークシステム 89,000千円

（地上系）機器借上げ及び保守管

理委託

原子力防災ネットワークシステム 26,000千円

御嶽濁河高地トレーニングセン 100千円

ター製氷機借上げ

御嶽濁河高地トレーニングセン 1,700千円

ター電気温蔵庫等借上げ

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額



平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度一般会計 19

酸性雨モニタリング機器借上げ 12,000千円

浄化槽適正維持管理システム保守 700千円

管理委託

大気環境監視テレメータシステム 1,100千円

整備及び運用業務委託

テム整備及び保守管理委託

岐阜県県民ふれあい会館中央監視 504,000千円

設備工事

図書館屋上改修工事 188,000千円

消防団水防団応援事業所検索シス 1,800千円



平成29年度一般会計 20

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで工事

修工事監理委託

サニーヒルズみずなみ受変電設備 19,000千円

改修工事

ひまわりの丘第一・第二学園改修 162,000千円

陽光園空調設備改修工事監理委託 3,300千円

サニーヒルズみずなみ空調設備改 73,000千円

修工事

サニーヒルズみずなみ空調設備改 2,600千円

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

陽光園空調設備改修工事 148,000千円



平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成34年度まで
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医療機能情報公表システム保守管 2,000千円

理委託

医療機関台帳管理システム整備及 4,700千円

び保守管理委託

生活保護業務管理システム保守管 2,300千円

理委託

中央子ども相談センター等建設工 1,441,000千円

事

ひまわりの丘第一・第二学園改修 5,200千円

工事監理委託

福祉バス取得 36,000千円



平成29年度一般会計 22

平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成35年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成34年度まで

職業能力開発校自動体外式除細動 600千円

器借上げ

ソフトピアジャパンベンチャービ 3,100千円

ジネス支援システム保守管理委託

食肉衛生検査機器借上げ 64,000千円

薬事台帳システム保守管理委託 600千円

離職者等訓練業務委託 146,000千円

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

県有施設自動体外式除細動器借上 100,000千円

げ



平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成34年度まで
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科学技術ネットワークシステム整 29,000千円

備及び保守管理委託

委託

食品科学研究所新棟建設工事 1,573,000千円

食品科学研究所新棟建設工事監理 16,000千円

委託

ソフトピアジャパンドリーム・コ 238,000千円

ア外壁等改修工事

工業技術研究所新棟建設工事 2,879,000千円

工業技術研究所新棟建設工事監理 31,000千円



平成29年度一般会計 24

平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成36年度まで

平成29年度から

平成36年度まで

平成29年度から

平成34年度まで

て損失を受けた場合の損失補償

岐阜県信用保証協会が中小企業振 平成29年度に行う中小企業振興支援融資保証

興支援融資保証を行うための信用 について年2.2％以内で知事が定める利率に

保証料の補給 より算出した信用保証料に相当する額

ことによって損失を受けた場合の 額

損失補償

岐阜県産業経済振興センターが建 平成29年度建設設備強化事業費総額200,000

設設備強化事業を行うことによっ 千円に係る損失額の10分の9以内の額

企業立地促進助成 3,363,000千円

岐阜県産業経済振興センターがも 平成29年度ものづくり設備整備強化事業費総

のづくり設備整備強化事業を行う 額600,000千円に係る損失額の10分の9以内の

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額



平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度から

平成49年度まで

平成29年度から

平成44年度まで

平成29年度一般会計 25

補給 利率1.3％以内で知事が定める利率を乗じて

得た額

農業企業化資金の利子補給 平成29年度融資総額1,050,000千円について

年利率1.81％以内で資金の種類ごとに知事が

定める利率を乗じて得た額

農業経営負担軽減支援資金の利子 平成29年度融資総額100,000千円について年

情報科学芸術大学院大学教育用電 27,000千円

子計算機借上げ

情報科学芸術大学院大学図書館シ 300千円

ステム整備及び保守管理委託

岐阜県信用保証協会が緊急経済対 平成29年度に行う緊急経済対策融資保証につ

策融資保証を行うための信用保証 いて年2.2％以内で知事が定める利率により

料の補給 算出した信用保証料に相当する額



平成29年度一般会計 26

平成29年度から

平成41年度まで

平成29年度から

平成41年度まで

平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成30年度まで械工）新設工事

　（恵那市上矢作町地内）

率1.84％以内で知事が定める利率を乗じて得

た額

農業大学校自動体外式除細動器借 200千円

上げ

鎌瀬用水地区小水力発電施設（機 58,000千円

経営体育成強化資金の利子助成 平成29年度融資総額300,000千円について年

利率0.58％以内で知事が定める利率を乗じて

得た額

新規経営体育成資金の利子補給 平成29年度融資総額75,000千円について年利

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額



平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで
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　（郡上市八幡町美山地内）

　（大垣市浅西地内）

岐阜東部地区ため池改築工事 110,000千円

　（岐阜市向加野地内）

東屋地区ため池改築工事 62,000千円

逆川１期地区排水機場撤去工事 100,000千円

　（羽島市正木町大浦地内）

鵜森地区排水機場管理道路改築工 105,000千円

事

荘川町中央用水地区小水力発電施 114,000千円

設（機械工）新設工事

　（高山市荘川町牛丸地内）



平成29年度一般会計 28

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

工事

　（中津川市千旦林地内）

恵那２期地区ため池改築工事 43,000千円

　（恵那市山岡町上手向地内）

木育拠点建設工事 366,000千円

　（瑞浪市日吉町地内）

中津川１期地区旧溜池ため池改築 230,000千円

工事

　（中津川市千旦林地内）

中津川１期地区新溜池ため池改築 192,000千円

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

瑞浪１期地区大洞ため池改築工事 80,000千円



平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度から

平成86年度まで

平成29年度一般会計 29

補償

機器借上げ

日本政策金融公庫が岐阜県森林公 平成29年度922,638千円を限度として貸し付

社に造林事業資金を融資したこと けた場合の元利金（遅延利息を含む。）に相

によって損失を受けた場合の損失 当する額

木育拠点建設工事監理委託 9,000千円

森林文化アカデミー自動体外式除 400千円

細動器借上げ

森林文化アカデミー情報システム 14,000千円
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平成29年度から

平成86年度まで

平成29年度から

平成40年度まで

平成29年度から

平成59年度まで

平成29年度から

平成33年度まで

率1.6％以内で資金の種類ごとに知事が定め

る利率を乗じて得た額

公共用地等の取得及び造成委託 用 地 取 得 造 成 費 （ 事 務 費 を 含 む 。 ）

5,600,000千円及びその利息相当額の合計額

事業資金を融資したことによって けた場合の元利金（遅延利息を含む。）に相

損失を受けた場合の損失補償 当する額

林業基盤整備資金の利子補給 平成29年度融資総額16,825千円について年利

造成公社に造林事業資金を融資し た場合の元利金（遅延利息を含む。）に相当

たことによって損失を受けた場合 する額

の損失補償

金融機関が岐阜県森林公社に造林 平成29年度262,535千円を限度として貸し付

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

日本政策金融公庫が木曽三川水源 平成29年度44,301千円を限度として貸し付け



平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで
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事

橋りょう点検委託 376,000千円

国道１５７号線道路改良工事 150,000千円

　（本巣市三橋地内）

び運用業務委託

建設ＣＡＬＳ／ＥＣ電子納品保管 800千円

管理システム運用業務委託

古川土木事務所衛生設備等改修工 114,000千円

ら開発事業資金を借り入れた場合 入れた場合の元利金（遅延利息を含む。）に

の借入金に係る債務保証 相当する額

建設事業設計積算システム整備及 430,000千円

岐阜県土地開発公社が金融機関か 平成29年度7,769,886千円を限度として借り
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平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成32年度まで

平成29年度から

平成33年度まで

　（大野郡白川村地内）

国道３６０号線宮川２号トンネル 2,400,000千円

新設工事

　（飛驒市宮川町塩屋地内）

県道岐阜関ヶ原線道路改良工事 150,000千円

　（本巣市宗慶及び軽海地内）

国道１５６号線福島第１トンネル 930,000千円

新設工事

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

国道２５６号線道路新設工事 120,000千円

　（山県市西深瀬地内）



平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで
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（上部第３工区）新設工事

　（安八郡神戸町地内）

県道養老垂井線橋爪大橋（下部第 100,000千円

１工区）新設工事

　（養老郡養老町地内）

県道岐阜関ヶ原線丈六道高架橋 450,000千円

１工区）新設工事

　（岐阜市折立地内）

県道岐阜美山線伊自良川橋（下部 200,000千円

第２工区）新設工事

　（岐阜市上城田寺西地内）

県道岐阜美山線新堀川橋（下部第 100,000千円



平成29年度一般会計 34

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで　（山県市高木地内）

工事

　（可児郡御嵩町地内）

長良川（深戸工区）河川改修工事 90,000千円

　（郡上市美並町三戸地内）

鳥羽川三田叉川河道切替工事 150,000千円

（上部）新設工事

　（下呂市火打地内）

道路法面施設点検委託 40,000千円

県道多治見八百津線路面陥没対策 200,000千円

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

県道門和佐瀬戸線二ノ樽１号橋 90,000千円



平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成30年度まで
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　（瑞浪市日吉町地内）

事

　（可児市久々利地内）

境川上戸排水機場設備工事 730,000千円

　（各務原市上戸町地内）

日吉川松本橋改築工事 40,000千円

　（大垣市荒川町地内）

大谷川鉄道橋改築等設計委託 40,000千円

　（大垣市長松町地内）

久々利川東屋敷橋（上部）改築工 40,000千円

石田川西山東橋（下部）改築工事 95,000千円

　（岐阜市北野西地内）

大谷川菰田橋（下部）改築工事 50,000千円
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平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成32年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで　（飛驒市古川町袈裟丸地内）

設工事

　（郡上市大和町内ヶ谷地内）

不動川砂防えん堤新設工事 40,000千円

　（瑞浪市釜戸町地内）

岡前谷砂防えん堤新設工事 20,000千円

　（瑞穂市宮田地内）

内ヶ谷ダム放流設備新設工事 160,000千円

　（郡上市大和町内ヶ谷地内）

内ヶ谷ダム工事用道路ネギ谷橋新 70,000千円

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

長護寺川サイホン改築工事 45,000千円



平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度一般会計 37

県立学校図書館管理システム保守 13,000千円

管理委託

げ

個人住宅建設資金の利子補給 平成29年度融資総額1,375,000千円について

年1.0％の利率を乗じて得た額

情報教育研修システム機器借上げ 42,000千円

事業資金を融資したことによって 千円及びその利息相当額(遅延利息を含む。)

損失を受けた場合の損失補償 の合計額

被災者受入支援応急仮設住宅借上 600千円

杣沢急傾斜地崩壊対策工事 30,000千円

　（加茂郡八百津町地内）

金融機関が岐阜県住宅供給公社に 事業資金の平成29年度債務返済額2,939,000
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平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

高山工業高等学校屋内体育館改修 90,000千円

工事

東濃高等学校校舎改修工事 196,000千円

中津高等学校校舎改修工事 127,000千円

飛驒高山高等学校校舎改修工事 58,000千円

県立高等学校自家用電気工作物保 43,000千円

安管理業務委託

特別支援学校自家用電気工作物保 14,000千円

安管理業務委託

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額



平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成32年度まで

平成29年度から

平成33年度まで
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警察統合情報通信ネットワークシ 80,000千円

ステム機器借上げ及び保守管理委

託

岐阜本巣特別支援学校校舎改修工 9,800千円

事監理委託

許可等事務業務管理システム保守 2,100千円

管理委託

特別支援学校情報システム機器借 100千円

上げ

岐阜本巣特別支援学校校舎改修工 372,000千円

事

恵那特別支援学校スクールバス運 400千円

行委託
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平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成32年度まで

平成29年度から

平成33年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成32年度まで

平成29年度から

平成34年度まで

インターネット接続回線借上げ 8,800千円

交番ネットワーク通信回線借上げ 63,000千円

岐阜情報スーパーハイウェイ警察 20,000千円

施設接続機器保守管理委託

警察統合情報通信ネットワークシ 2,500千円

ステム機器借上げ

警察統合情報通信ネットワークシ 4,100千円

ステム機器保守管理委託

遺失物管理システムソフトウェア 1,200千円

保守管理委託

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額



平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度から

平成36年度まで

平成29年度から

平成35年度まで
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カラー写真自動処理機借上げ 18,000千円

指紋自動識別システム機器借上げ 350,000千円

理委託

車両メンテナンス業務委託 39,000千円

航空機操縦士資格取得訓練委託 16,000千円

運転者管理システム機器借上げ 2,900千円

ストレスチェックシステム保守管 4,400千円
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平成29年度から

平成34年度まで

平成29年度から

平成39年度まで

平成29年度から

平成36年度まで

緊急配備支援システム整備及び保 1,371,000千円

守管理委託

犯罪発生情報提供システム機器借 18,000千円

上げ

ヘリコプターテレビシステム機器 673,000千円

借上げ

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額



（単位　千円）

限　度　額 起 債 の 方 法 利 率
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第 3 表　地　方　債

起 債 の 目 的 償 還 の 方 法

1 公 共 事 業 等 37,700,500 証券発行（他の地方公共団

体との共同発行を含む。）

又は普通貸借の方法により

政府その他から起債する。

9.0％以内。

ただし、利率

見直し方式で

借り入れる政

府資金及び地

方公共団体金

融機構資金に
　

ついて、利率

の見直しを行

った後におい

ては、当該見

直し後の利率

とする｡

借入先の融通条件によるもの

とする。ただし、本県の都合

によりその全部又は一部を繰

上償還することがある。

総 務 111,200

民 生 377,600

労 働 25,400

農 林 水 産 4,721,900

土 木 31,934,200

警 察 509,000

教 育 21,200

2 災 害 復 旧 事 業 1,421,000

農 林 水 産 9,000

土 木 1,412,000
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限　度　額 起 債 の 方 法 利 率起 債 の 目 的 償 還 の 方 法

3
教 育 ・ 福 祉 施 設 等
整 備 事 業

1,510,900

学 校 教 育 施 設 等 399,100

社 会 福 祉 施 設 186,700

一 般 補 助 施 設 等 19,100

施設（一般財源化分） 906,000

4 一 般 単 独 事 業 24,782,400

一 般 8,339,000

地 域 活 性 化 485,500

防 災 対 策 1,336,400

地 方 道 路 等 6,330,300

合 併 特 例 84,000

緊 急 防 災 ・ 減 災 2,491,500

公 共 施 設 等 適 正 管 理 5,715,700
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5 行 政 改 革 推 進 1,347,800

6 水 道 事 業 7,400

7 臨 時 財 政 対 策 債 44,370,000

8 退 職 手 当 債 4,500,000

計 115,640,000



 



議第 2 号

平 成 29 年 度 岐 阜 県 公 債 管 理 特 別 会 計 予 算

第 1 条

第 2 条

第 3 条

　　　　平 成 29 年  2  月 24 日 提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県知事　　古　　　田  　　　　　 肇

平成29年度公債管理特別会計 47

　平成29年度岐阜県公債管理特別会計の予算は、次に定めるところによる。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ102,253,085千円と定める。

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第 1 表歳入歳出予算」による。

地方自治法(昭和22年法律第67号)第230条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起

債の方法、利率及び償還の方法は、｢第 2 表地方債」による。



 



第 1 表　歳入歳出予算

（単位　千円）

1 公 債 費 収 入

1 繰 入 金

2 県 債

1 公 債 費

1 公 債 費
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　　歳　入

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

102,253,085

35,349,085

66,904,000

　　歳　出

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

102,253,085

102,253,085



 



（単位　千円）

限　度　額 起 債 の 方 法 利 率
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償 還 の 方 法

一 般 会 計 借 換 債 66,904,000 証券発行又は普通貸借の方

法により政府その他から起

債する。

9.0％以内 借入先の融通条件によるもの

とする。ただし、本県の都合

によりその全部又は一部を繰

上償還することがある。

第 2 表　地　方　債

起 債 の 目 的



 



議第 3 号

平成29年度岐阜県地方独立行政法人資金貸付特別会計予算

第 1 条

第 2 条

第 3 条

　　　　平 成 29 年  2  月 24 日 提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県知事　　古　　　田  　　　　　 肇

平成29年度地方独立行政法人資金貸付特別会計 53

　平成29年度岐阜県地方独立行政法人資金貸付特別会計の予算は、次に定めるところによる。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ3,295,115千円と定める。

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第 1 表歳入歳出予算」による。

地方自治法(昭和22年法律第67号)第230条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起

債の方法、利率及び償還の方法は、｢第 2 表地方債」による。



 



第 1 表　歳入歳出予算

（単位　千円）

1 地方独立行政法人資金収入

1 貸 付 金 収 入

2 県 債

1 地方独立行政法人資金支出

1 貸 付 金

2 公 債 費
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　　歳　入

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

3,295,115

2,216,015

1,079,100

2,216,015

1,079,100

　　歳　出

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

3,295,115



 



（単位　千円）

限　度　額 起 債 の 方 法 利 率
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第 2 表　地　方　債

起 債 の 目 的 償 還 の 方 法

病 院 事 業 1,079,100 証券発行又は普通貸借の方

法により政府その他から起

債する。

9.0％以内 借入先の融通条件によるもの

とする。ただし、本県の都合

によりその全部又は一部を繰

上償還することがある。



 



議第 4 号

平成29年度岐阜県母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計予算

第 1 条

第 2 条

第 3 条

　　　　平 成 29 年  2  月 24 日 提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県知事　　古　　　田  　　　　　 肇

平成29年度母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計 59

　平成29年度岐阜県母子父子寡婦福祉資金貸付特別会計の予算は、次に定めるところによる。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ174,413千円と定める。

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第 1 表歳入歳出予算」による。

地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限

度額は、｢第 2 表債務負担行為」による。



 



第 1 表　歳入歳出予算

（単位　千円）

1
母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付 収 入

1 貸 付 金 収 入

2 繰 入 金

3 諸 収 入

1
母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付 支 出

1 事 務 費

2 貸 付 金
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　　歳　入

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

174,413

170,122

658

3,633

　　歳　出

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

174,413

4,413

170,000



 



第 2 表　債務負担行為

平成29年度から

平成31年度まで
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事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

母子父子寡婦福祉資金貸付金債権 4,400千円

回収業務委託



 



議第 5 号

平成29年度岐阜県中小企業振興資金貸付特別会計予算

第 1 条

第 2 条

第 3 条

第 4 条

　　　　平 成 29 年  2  月 24 日 提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県知事　　古　　　田  　　　　　 肇

平成29年度中小企業振興資金貸付特別会計 65

還の方法は、｢第 3 表地方債」による。

　平成29年度岐阜県中小企業振興資金貸付特別会計の予算は、次に定めるところによる。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ6,360,012千円と定める。

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第 1 表歳入歳出予算」による。

地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限

度額は、｢第 2 表債務負担行為」による。

地方自治法第230条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償



 



第 1 表　歳入歳出予算

（単位　千円）

1 中 小 企 業 振 興 資 金 収 入

1 貸 付 金 収 入

2 繰 入 金

3 繰 越 金

4 諸 収 入

5 県 債

1 中小企業振興資金貸付金

1 事 務 費

2 中小企業者等設備導入資金貸付金
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6,360,012

15,666

521,192

549,251

535,175

1,683

499,200

　　歳　出

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

　　歳　入

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

6,360,012

4,774,703
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3 中 小 企 業 高 度 化 資 金 貸 付 金

4 公 債 費

5 繰 出 金

625,795

4,549,536

647,823

款 項 金　　　　　　　　　　　　額



第 2 表　債務負担行為

平成29年度から

平成36年度まで
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事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

ものづくり設備整備助成 35,000千円



 



（単位　千円）

限　度　額 起 債 の 方 法 利 率
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第 3 表　地　方　債

起 債 の 目 的 償 還 の 方 法

中小企業高度化資金貸付 499,200 普通貸借の方法により中小

企業基盤整備機構から起債

する。

2.0％以内 中小企業基盤整備機構が定め

る融通条件によるものとする｡

ただし、本県の都合によりそ

の全部又は一部を繰上償還す

ることがある。



 



議第 6 号

平成29年度岐阜県就農支援資金貸付特別会計予算

第 1 条

第 2 条

　　　　平 成 29 年  2  月 24 日 提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県知事　　古　　　田  　　　　　 肇

平成29年度就農支援資金貸付特別会計 73

　平成29年度岐阜県就農支援資金貸付特別会計の予算は、次に定めるところによる。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ66,426千円と定める。

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢別表歳入歳出予算」による。



 



別表　歳入歳出予算

（単位　千円）

1 就 農 支 援 資 金 収 入

1 貸 付 金 収 入

2 繰 入 金

3 繰 越 金

4 諸 収 入

1 就 農 支 援 資 金 支 出

1 貸 付 金

2 貸 付 業 務 費

3 公 債 費
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66,426

5,034

598

26,234

548

21,443

84

　　歳　出

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

　　歳　入

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

66,426

44,351
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4 繰 出 金

5 返 還 金

20,266

14,294

款 項 金　　　　　　　　　　　　額



議第 7 号

平成29年度岐阜県林業改善資金貸付特別会計予算

第 1 条

第 2 条

　　　　平 成 29 年  2  月 24 日 提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県知事　　古　　　田  　　　　　 肇

平成29年度林業改善資金貸付特別会計 77

　平成29年度岐阜県林業改善資金貸付特別会計の予算は、次に定めるところによる。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ132,569千円と定める。

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢別表歳入歳出予算」による。



 



別表　歳入歳出予算

（単位　千円）

1 林 業 改 善 資 金 収 入

1 貸 付 金 収 入

2 繰 入 金

3 繰 越 金

4 諸 収 入

1 林 業 改 善 資 金 支 出

1 貸 付 金

2 貸 付 業 務 費
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132,569

130,100

2,469

2,469

98,892

100

　　歳　出

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

　　歳　入

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

132,569

31,108



 



議第 8 号

第 1 条

第 2 条

　　　　平 成 29 年  2  月 24 日 提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県知事　　古　　　田  　　　　　 肇

平成29年度徳山ダム上流域公有地化特別会計 81

平成29年度岐阜県徳山ダム上流域公有地化特別会計予算

　平成29年度岐阜県徳山ダム上流域公有地化特別会計の予算は、次に定めるところによる。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ1,015,753千円と定める。

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢別表歳入歳出予算」による。



 



別表　歳入歳出予算

（単位　千円）

1 公 有 地 化 事 業 収 入

1 財 産 収 入

2 繰 入 金

3 諸 収 入

1 公 有 地 化 事 業 費

1 取 得 費

2 積 立 金
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　　歳　入

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1,015,753

4,328

1,011,408

17

　　歳　出

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1,015,753

1,011,425

4,328



 



議第 9 号

平 成 29 年 度 岐 阜 県 県 営 住 宅 特 別 会 計 予 算

第 1 条

第 2 条

　　　　平 成 29 年  2  月 24 日 提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県知事　　古　　　田  　　　　　 肇

平成29年度県営住宅特別会計 85

　平成29年度岐阜県県営住宅特別会計の予算は、次に定めるところによる。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ2,129,859千円と定める。

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢別表歳入歳出予算」による。



 



別表　歳入歳出予算

（単位　千円）

1 住 宅 事 業 収 入

1 使 用 料

2 国 庫 支 出 金

3 繰 入 金

4 繰 越 金

5 諸 収 入

2 敷 金 運 用 収 入

1 敷 金 運 用 収 入

2 財 産 収 入

3 繰 入 金

4 繰 越 金
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　　歳　入

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

2,112,506

866,309

564,769

680,425

1

1,002

17,353

6,866

727

9,759

1

歳　　　　　　　入　　　　　　　合　　　　　　　計 2,129,859



平成29年度県営住宅特別会計 88

1 住 宅 事 業 費

1 業 務 費

2 敷 金 運 用 費

1 積 立 金

2 返 還 金

　　歳　出

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

2,112,506

2,112,506

17,353

1

17,352

歳　　　　　　　出　　　　　　　合　　　　　　　計 2,129,859



議第10号

平成 29年度岐阜県流域下水道特別会計予算

第 1 条

第 2 条

第 3 条

第 4 条

　　　　平 成 29 年  2  月 24 日 提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県知事　　古　　　田  　　　　　 肇

平成29年度流域下水道特別会計 89

　平成29年度岐阜県流域下水道特別会計の予算は、次に定めるところによる。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ5,750,019千円と定める。

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢第 1 表歳入歳出予算」による。

地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限

度額は、｢第 2 表債務負担行為」による。

地方自治法第230条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償

還の方法は、｢第 3 表地方債」による。



 



第 1 表　歳入歳出予算

（単位　千円）

1 流 域 下 水 道 事 業 収 入

1 負 担 金

2 使 用 料

3 国 庫 支 出 金

4 財 産 収 入

5 繰 入 金

6 諸 収 入

7 県 債

1 流 域 下 水 道 事 業 費
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　　歳　入

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

5,750,019

3,180,209

5,410

795,000

441

1,046,381

54,278

668,300

　　歳　出

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

5,750,019



平成29年度流域下水道特別会計 92

1 建 設 費

2 維 持 管 理 費

3 積 立 金

4 公 債 費

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1,437,453

2,849,290

442

1,462,834



第 2 表　債務負担行為

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

平成29年度流域下水道特別会計 93

事　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

木曽川右岸流域浄水事業水処理施 360,000千円

設機械設備工事

企業法適用移行業務委託

　（各務原市前渡西町地内）

木曽川右岸流域浄水事業水処理施 150,000千円

設電気設備工事

　（各務原市前渡西町地内）

木曽川右岸流域浄水事業地方公営 41,000千円



 



（単位　千円）

限　度　額 起 債 の 方 法 利 率
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借入先の融通条件によるもの

とする。ただし、本県の都合

によりその全部又は一部を繰

上償還することがある。

第 3 表　地　方　債

起 債 の 目 的 償 還 の 方 法

下 水 道 事 業 668,300 証券発行又は普通貸借の方

法により政府その他から起

債する。

9.0％以内。

ただし、利率

見直し方式で

借り入れる政

府資金及び地

方公共団体金

融機構資金に

ついて、利率

の見直しを行

った後におい

ては、当該見

直し後の利率

とする。



 



議第11号

平 成 29 年 度 岐 阜 県 用 度 事 業 特 別 会 計 予 算

第 1 条

第 2 条

　　　　平 成 29 年  2  月 24 日 提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜県知事　　古　　　田  　　　　　 肇

平成29年度用度事業特別会計 97

　平成29年度岐阜県用度事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ406,852千円と定める。

歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、｢別表歳入歳出予算」による。



 



別表　歳入歳出予算

（単位　千円）

1 用 度 事 業 収 入

1 用 度 事 業 収 入

2 諸 収 入

1 物 品 等 調 達 費

1 物 品 等 調 達 費
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　　歳　入

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

406,852

406,602

250

　　歳　出

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

406,852

406,852



 



議第12号

　(総　則)

第 1 条

　(業務の予定量)

第 2 条

(1) 7 市 4 町

(4)

大容量送水管整備事業 2,183,714千円

　(収益的収入及び支出)

第 3 条

第 1 款 5,725,842千円

第 1 項 5,502,383千円

第 2 項 223,459千円

第 1 款 4,924,500千円

平成29年度水道事業会計

平 成 29 年 度 岐 阜 県 水 道 事 業 会 計 予 算

平成29年度岐阜県水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

業務の予定量は、次のとおりとする。

給 水 団 体 数

(2) 年 間 総 給 水 量 52,312,000
3

ｍ

(3) 一 日 平 均 給 水 量 143,321
3

ｍ

主要な建設改良事業

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

支 出

水 道 事 業 費 用
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平成29年度水道事業会計

第 1 項 4,495,271千円

第 2 項 314,229千円

第 3 項 100,000千円

第 4 項 15,000千円

　(資本的収入及び支出)

第 4 条

第 1 款 563,028千円

第 1 項 7,491千円

第 2 項 555,537千円

第 1 款 3,757,131千円

第 1 項 3,160,938千円

第 2 項 594,193千円

第 3 項 2,000千円

　(債務負担行為)

第 5 条

102

営 業 費 用

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額3,194,103千円

は、過年度分損益勘定留保資金3,008,190千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額185,913千円で補てんす

るものとする｡)｡

収 入

資 本 的 収 入

出 資 金

他 会 計 補 助 金

支 出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

予 備 費

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。



平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度から

平成30年度まで

平成29年度水道事業会計

事　　　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　　　　　　 度　　　　　　　 額

大容量送水管整備事業東濃第７幹線（第４工区） 165,000千円

管路工事

大容量送水管整備事業東濃第７幹線(第１０工区) 122,000千円

管路工事

大容量送水管整備事業東濃第７幹線(第１４工区) 103,000千円

管路工事

恵下第２増圧ポンプ所ポンプ井改良工事 179,000千円

恵下第２増圧ポンプ所ポンプ井改良工事監理委託 1,800千円

落合取水場２号取水ポンプ機械設備更新工事 262,000千円

山之上浄水場５号揚水ポンプ更新工事 93,000千円
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平成29年度水道事業会計

平成29年度から

平成32年度まで

平成29年度から

平成32年度まで

平成29年度から

平成32年度まで

平成29年度から

平成31年度まで

　(一時借入金)

第 6 条

　(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第 7 条

    職員給与費 597,688千円

　(他会計からの補助金)
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事　　　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　間 限　　　　　　　 度　　　　　　　 額

中津川浄水場監視業務委託 384,000千円

山之上浄水場監視業務委託 279,000千円

川合浄水場監視業務委託 322,000千円

企業会計システム保守管理委託 2,900千円

一時借入金の限度額は、285,000千円と定める。

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の

金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。



第 8 条

　(たな卸資産購入限度額)

第 9 条

　　　　平 成 29 年  2  月 24 日 提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 岐阜県知事　　古　　　田  　　　　　 肇

平成29年度水道事業会計

児童手当及び建設改良費の一部に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、558,637千円とする。

たな卸資産の購入限度額は、75,216千円と定める。
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議第13号

　(総　則)

第 1 条

　(業務の予定量)

第 2 条

(1) 12 ヵ所

(4)

可茂工業用水道施設建設事業 57,047千円

　(収益的収入及び支出)

第 3 条

第 1 款 86,185千円

第 1 項 76,342千円

第 2 項 9,843千円

第 1 款 82,525千円

平成29年度工業用水道事業会計

平成 29年度岐阜県工業用水道事業会計予算

平成29年度岐阜県工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

業務の予定量は、次のとおりとする。

給 水 事 業 所 数

(2) 年 間 総 給 水 量 1,210,022
3

ｍ

(3) 一 日 平 均 給 水 量 3,315
3

ｍ

主要な建設改良事業

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

工 業 用 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

支 出

工 業 用 水 道 事 業 費 用
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平成29年度工業用水道事業会計

第 1 項 68,755千円

第 2 項 12,770千円

第 3 項 1,000千円

　(資本的収入及び支出)

第 4 条

第 1 款 41,716千円

第 1 項 20,400千円

第 2 項 6,660千円

第 3 項 14,656千円

第 1 款 103,298千円

第 1 項 57,047千円

第 2 項 41,553千円

　(企業債)

第 5 条
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営 業 費 用

営 業 外 費 用

予 備 費

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額61,582千円は、

過年度分損益勘定留保資金58,442千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額3,140千円で補てんするものと

する｡)｡

収 入

資 本 的 収 入

企 業 債

出 資 金

工 事 負 担 金

支 出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

第 3 項
他 会 計 か ら の

4,698千円
長 期 借 入 金 償 還 金

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。



　(一時借入金)

第 6 条

　(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第 7 条

    職員給与費 15,560千円

　(他会計からの補助金)

第 8 条

　(たな卸資産購入限度額)

第 9 条　たな卸資産の購入限度額は、1,042千円と定める。

　　　　平 成 29 年  2  月 24 日 提 出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 岐阜県知事　　古　　　田  　　　　　 肇

平成29年度工業用水道事業会計

起　債　の　目　的 限　度　額 起　債　の　方　法 利　　率 償　還　の　方　法

可茂工業用水道施設建設 20,400千円 証券発行又は普通貸借の方 9.0％以内 借入先の融通条件によ

事業 法により政府その他から起 るものとする｡ただし､

債する。 本県の都合によりその

全部又は一部を繰上償

還することがある。

一時借入金の限度額は、5,000千円と定める。

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の

金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

児童手当の一部に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、216千円とする。

109


